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新たな森林管理システムに対応するための市町村の体制支援について（素案） 

市町村 

県 

県組織として新たな森林管理システムの
関連業務をサポートする部署を設置 

• 県内の市町村の約７割が他の業務との兼務で林務業務
を担当しており、人員・専門人材ともに不足している状況。 

• このため、新たな森林管理システムの導入にあたっては、
市町村を支援するため体制を構築することが必要であり、
かつ、広域的に対応を図ることが効果的。 

• 森林環境譲与税については、新たな森林管理システム
に活用することを中心としつつ、まずは所有者の特定や
境界の明確化、意向調査などの条件整備に活用すること
が重要。 

業務委託 

現行の業務内容・業務量に対する 
市町村の体制【聞き取り結果】 

 

母体となる団体 
 

・流域活性化協議会 
・広域連合 
・市町村を構成員とする団体 
・市町村農林公社 
 等 

ＦＭＯの業務を担う 
事務所を設置 

譲与税 

委託 
森
林
組
合
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市町村の業務を受託
するための法人化 

 

 

 

森林管理システムの実務を実施 

広域連携による体制 
（流域又は地域振興局単位） 

市町村 

市町村 

市町村 

県のサポート部署 

平成31年度～ 

【森林経営管理法に基づく新たな事務】 

所有者に代わって市町村が森林の経営
管理を実施（新たな森林管理システム） 
・対象森林の選定、所有者の特定 
・所有者の意向調査、境界の明確化 
・経営管理権の設定 
・森林整備の発注 など 
 

【森林環境譲与税の譲与】 

新たな森林管理システムを展開するため
の財源が市町村に譲与 
・譲与税を活用した事業の実施、公表 
・基金の設置 

市町村の意向により新たな
森林管理システムの事務
を委託又は移管 

県 

事前準備及び事業実施への支援 支援 

（その他の一部業務も移管を検討） 

（外部委託が
可能な業務） 

人材派遣・運営費補助 

派遣職員 嘱託職員 

県 

市町村 

新たに雇用（譲与税を活用） 

人材派遣・費用負担 

対応スケジュール 

【スケジュール】 

準備協議会を設置 

（合意形成、ルールづくり、規約変更等） 

森林経営管理事業 
（当面は境界の明確化などの条件整備を中心に実施） 

準備協議会の設立 

市町村を支援するための体制（検討案） 

森林経営管理事業 
（森林整備を本格的に実施） 

広域連合への移管事務の検討 

【市町村が独自に事業を実施する場合】当面は境界の明確化等の条件整備を中心に実施 森林整備の本格実施 

フォレスト・イノベーション＆サポートセンターの運営 

準備協議会への支援 広域連合が行う森林経営管理事業への支援 

広域連合による事業の展開 

公的管理の森林の増加により伐採の分散化にも寄与 

資料５ 

「新たな森林管理システム」等の効果的な運用に向けた検討ワーキング 主な意見 

人員・専門
人材ともに
不足 

78% 

専門人材 

不足 

16% 

対応できている5% 

人員
不足 

1% 

77市町村 

 新たな森林管理システム及びの森林環境譲与税が導入されることを踏まえ、その主体的な役割を担う市町村の支援体制を構築
するため市町村とのワーキングにより検討 

H31 

H32～ 広域連携による体制の立ち上げ 

森林環境税課税 H35～ 

条件整備を集中的に実施 
（所有者の特定、境界の明確化等） 

森林整備の本格実施 

合意形成、関係規定の整備等 

市町村・県職員 


